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経済学研究 34-4
北海道大学 1985.3 

二重経済における経済発展

一一ー不均衡論的接近一一一

佐藤泰久

1 序

a)問題の所在

発展途上国には， しばしば二重経済と呼ばれ

る，伝統的産業部門と近代的産業部門の共存状

態が観察される。この状態は，仮にこの経済が

究極的には完全な近代化を達成し得るとしたな

ら伝統的産業社会という旧L、均衡から近代的

産業社会という新しい均衡への移行過程と見な

すことができるり。そして低開発国の経済発展

ないし成長は，近代的産業部門の成長によって

二重経済が解消する過程として特徴づけられ

る。我々は， この二重経済を一種の失業均衡と

理解する。 その理由は， 農村(伝統的産業部

門)労働者は，仮に都市(近代的産業部門)に

雇用機会があれば都市で働くことを望んでいる

とL、う意味で，潜在的に失業していると考えら

れるからである。低開発国では，資本蓄積が不

十分なため都市の雇用機会は少なく，農村に潜

在的失業という過剰人口を抱えている。

新古典派経済学の分析枠組においては，失業

という労働の超過供給があれば実質賃金率は低

下し，労働供給が減少し労働需要は増加するの

1)このことは伝統的産業社会が非効率的に運営され
てきたものではなく， かえってその時代の諸条件
の下で最適な経済システムを持っていたと筆者が
考えていることの表現である。だが今日では， そ
のシステムは非効率的なものとなっている。 この
ような理解比 T.Schultz (5J。また，移行過程
という用語は J.Hicks CIJ (2Jによる。

で，労働の超過供給(失業)は解消する。とこ

ろが二重経済には伝統的産業があり，そこでは

貧しいとはいえ安穏な自給自足的生活が保証さ

れているので，現行賃金率の下でいかに近代的

産業部門での労働の超過供給が大きくとも，実

質賃金率は伝統的部門の生活を保証する水準以

下にはなり得ない。なぜなら実質賃金率が伝

統的部門における労働生産性よりも低くなる

と，労働者は伝統的部門に留まろうとするに違

いないからである。資本蓄積が不十分であれ

ば，伝統的部門は潜在的失業者のプールとして

存続する。

資本蓄積の不足と共に低開発国の近代化を阻

害する要因として，近代的部門の生産物に対す

る需要不足がある。 L、かに産業の近代化を図っ

たところで，十分な生産物需要がなければ，そ

の産業は成り立ち得ない。従って低開発国の経

済成長の成否は，資本蓄積を図りつつ， 同時

に，その結果増加する生産能力にふさわしい生

産物需要を確保できるか否かに係わってくる。

ところで，資本ストックを増加させる投資は，

それ自体が生産物需要を構成するという性格を

合わせ持っている。前稿ではわ，投資の持っこ

の性格に着目し，資本ストック一定の短期に，

いかなる投資水準の下で潜在的失業均衡が存在

し得るかを分析した。その結果，1)資本スト

ッグが少なく生産及び雇用の拡大の陸路となっ

ている経済には，潜在的失業均衡(二重経済)

2)佐藤 (6J
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が存在すること， 2)所与の資本ストックの下

で一度潜在的失業均衡が成立すると4雇用量を

不変に留めるような投資量の範囲が存在するこ

と，及び3) この範聞を超える、いかなる投資量

の下でも均衡解は存在しないこと，を明らかに

した。すなわち，二重経済においては，需要管

理政策としての投資の制御は短期的雇用政策と

して全く効力を持たなL、。

前稿のこの結論は，所与の資本ストッグの大

きさが雇用及び生産の拡大の陸路となっている

との仮定に依存している。前稿のモデルにおい

ても，一定の範囲の投資需要を満たすことがで

きるのであるから，その範囲での投資は可能で、

ある。従って，仮に経済成長の阻害要因が資本

ストックの不足だけであれば，長期的には投資

による経済成長が実現できることになる。にも

かかわらず長期的にも低開発国の停滞が続くと

したら，それは低開発国の投資主体(資本家)

が圏内投資を行なわないという事にょうてのみ

説明されよう。実際，資本家には圏内投資の他

に，対外投資，対外債券購入，金の退蔵等の資

産選択の機会が聞かれており，他に有利な投資

機会が残されている限り資本家が園内投資を行

なう必要は全くなし、。

低開発国経済が自国の投資資金さえ圏内に留

めておけない時には，低開発固に他国の投資家

の資金を自発的に引き付ける事もできない。な

ぜならば，仮に外国資金が手に入ったなら，それ

を圏外に再投資して利鞘を稼ぐ、事ができるから

である。従ってこのような場合には，外国から

の援助に頼るしか経済成長の道は残されていな

いことになiる。これが低開発国援助の根拠の一

つであろう。そして低開発国援助も実際に行な

われてきているが，その結果は必ずしも期待通

りのものではなかったと思われる。この観察が

正しいとすれば，資本ストック以外にも，低開発

国の経済成長を阻害する内在的要因があること

になる。前稿ではそれを，伝統的部門の労働力を

近代的産業労働力に転換する際には費用hが必

要となるとの仮定として，モデ、ルに組み込んだ。

その結果，資本ストヅクが増加しでも労働力の

近代化費用hが償われない限り近代的部門の雇

用拡大には結びつかず，資本蓄積を続け，それ

が費用hを償うに十分な賃金率の上昇をもたら

すまで，低開発国の停滞は続くことになる。

低開発国の停滞をこのように分析した後，前

橋は発展の方策として先進国による援助をあ

げ，それが資本スト γクの増加 L1Kと労働力の

近代化費用 hの軽減とに適切に振り分けられ

るべき事を指摘した。そして hを軽減する具体

例として次の三つをあげている。すなわち，1)

近代化費用を外国からの援助で賄う， 2)新規

の企業立地を地方の農村に行なう，及び3)伝

統的農業そのものを近代化する。これらの例は

労働力の近代化費用を社会的に負担するもので

あり，いわゆるインフラ・ストラクチュアの整

備を目的とした公共投資と見なすことができ

る。義務教育・職業訓練により労働者の質を高

めたり，あるいは辺境地域での港湾・鉄道・道

路・濯甑・工業用水等の整備が社会的になされ

ると，資本家にとって辺境地域での企業立地の

道がひらかれ， 労働者の負担する費用 hは不

用となり， 企業は追加的賃金 L1wを支払うこ

となく雇用を増やすことができるようになる。

ここで必要な資金を外国からの援助で賄うと

していたのは，前稿の分析が資本ストヅグ一定

の短期的枠組の中でなされたものであり， 自国

の投資を直ちに資本ストックとして利用できな

いこと，並びに，自国の投資規模はもとより，そ

の公共投資と生産投資への配分を内生的に決定

するメカニズムが，モデルに欠けていたことに

よる。本稿は，このような前稿の諸制約を取り

払い，資本家の収益予想に基づく内生的投資が

行なわれる条件，及び公共投資を行なう政府の

役割並びにその効果を分析するものである。

b)本稿の構成及び分析の概略

本稿はこのような二重経済の発展問題を，不

均衡論的接近により分析するものである。低開

発国問題に関しては既に膨式な文献が発表され
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ているが3¥ その多くは均衡論的接近によるも

のであり，不均衡論的発想により解かれたもの

は，筆者の知る限りない。本稿は， この分野へ

の不均衡論的接近を試みた前稿の静学的分析

を，動学的に拡張したものであり，不均衡論的

接近が二重経済の発展問題を分析するよでも有

用であることを示すものである。

この問題を分析するためのモデルは次節で、提

示される。 a)項においてモデルの、基本的枠組

を要約Ltこのち，各主体の行動が説明されるり。

まず b)項では労働者家計の行動を分析する。

労働者家計は，消費と余暇から得られる効用を

最大とするように，都市労働LIと農村労働Ln

を決定する。その結果，農村労働すなわち潜在

的失業の残る限り，都市労働 LI及び都市労働

から得られる消費C1とに関する無差別曲線を，

消費と余暇に関する労働者家計の最適化問題か

ら導出することが可能で、あり L1とC1 v;こ関す

る無差別曲線の形状は，農村の労働生産性a並
びに農村労働力の都市化費用関数 h のみによ

って決定されることが証明される。我々は労働

者家計の主観的効用関数を知らなくても，労働

者家計の都市労働供給 L[に関する行動を， こ
のL1とCrに関する客観的無差別曲線によって

分析することができる。次いで c)項』では企業

行動を分析する。企業は所与の資本ストックKO

の下で労働 Lを投入して物的財を生産するり。

企業の生産技術には技術的最適要素投入比率

P が存在し，KOの下での生産関数fCL)は技

術的最適労働投入量 vで屈折する。この仮定
は，失業均衡の存在を導くためのものであり，根

岸 (4J の不均衡分析のアイデアを応用したも

のである。 d)項では資本家家計の投資決定に

3)その一端は，例えば1.Little & J. Mirrlees (3] 
の参考文献に見ることができる。
4)単純化のため国民経済を統合して， 一人の代表的
労働者家計， 一つの代表的企業及び一人の資本家
家計を考える。
5)資本ストッグの完全利用を仮定する。従って，園
内投資が行なわれ潜在的失業が解消されていく場
合， この成長径路は資本の完全利用径路として特
徴づけられる。

関する行動を， e)項では公共投資を行なう政

策主体としての政府の行動を説明する。

第3節は移行過程としての二重経済における

一時点均衡，資本家の圏内投資及び政府の公共

投資の意義を分析する。 a)項では潜在的失業

均衡の簡単な存在証明が行なわれ，その結果は

命題1に要約される。 b)項では，まず資本家

の圏内投資のための一般的条件が分析される

が，その過程で，仮に対外投資機会がなくても

園内投資の行なわれなくな!るような資本ストヅ

ク水準が存在することが証明される(命題2)。

次いで，潜在的失業均衡解の存在し得る諸ケー

スに対応して，圏内投資が行なわれるための条

件を個別的に導出する。それは c)項で政府の

公共投資を伴う国内投資が実行され，かつそれ

が意味を持つ条件を求めた後に， d)項におい

てその政策の持つ効果， とりわけ近代部門の成

長と労働者家計の経済厚生という二つの観点か

ら，公共投資政策の持つ意義を分析するためで

ある。

結論を先取りすると，我々の不均衡論的接近

による二重経済における公共投資政策は次のよ

うな特性を持つ。

1)資本家の主体的圏内投資の余地のない場

合に，資本家の同意する政府主導の投資政策が

あれば，その政策により国民の経済厚生を必ず

高めることができる。

2)資本家の主体的国内投資の余地が残され

ている場合には，政府主導の投資政策が国民の

経済厚生を高めるとは限らない。

2 モデル

a)モデルの基本的枠組

はじめに低開発国モテソレを簡単に要約する。

この経済には自給自足的農業を営む伝統的産業

部門(農村)と近代的産業部門(都市)の二つの

部門がある。労働者家計は二つの部門で労働す

る。伝統的部門の生産物は全て自家消費され，

市場で取引きされることはない。伝統的部門の
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労働者は潜在的失業者と見なし雇用労働者とし

て数えなし、。都市には近代的産業の担い手であ

る企業があり，企業は物的財を生産する。物的

財は消費財及び投資財として需要される。労働

者家計は企業から賃金所得を受け取り，全額消

費財需要に向ける。すなわち，労働者家計の貯

蓄はない。資本家は資本ストックを所有し，企

業から利潤所得を受け取る。資本家はその一部

を消費し残りを貯蓄する。資本家は貯蓄を最も

有利な投資機会に投資する。最後に，公共投資

を行なう政策主体として政府がある。政府はそ

の資金を債l券市場を通じて資本家家計から調達

する。

かくてこの経済には，労働者家計，企業，資

本家家計及び政府の四つの経済主体と，物的財，

労働及び債券の三つの財並びに三つの市場があ

る。この三市場で決定される価格をそれぞれ

あ W，q とし， 物的財をニュメレールとして

ρ=1とする。

b)労働者家計

単純化のため人口成長はないものとし，総労

働人口を，技術的最適要素投入比率 P を1と

するような単位を選んで，Nとする。このNの
うち NO人が既に都市労働力化されて都市に居

住しており，残りの N-NO人が農村人口であ
ると仮定する。労働者家計は，賃金所得及び自

家生産物からの消費 C並びに余暇Fから得ら

れる効用を最大とするように，都市労働量 LI，

農村労働量Ln及び余暇 F=Nー(Lr+Ln)を

決定する。

ただし， 都市労働人口 NOを超える都市労働

供給 Lrを行なうには， 農村労働力の一部を新

たに都市の近代的労働力に転換しなければなら

ない。農村労働力の都市化に伴い，労働者家計

は農村での自家生産物を犠牲とし新たに賃金所

得を得ることになるが，その際以下の諸費用が

かかる。すなわち，1)移住交通費， 2)通勤

費， 3)都市での新たな住居費， 4)教育・訓

練費用，などである。これらの費用には一過性

図 1

h 

L[ N" 

のものと恒常性を持つものがあるが，以下の分

析では一過性のものは存在せず，恒常性を持つ

ものだけが存在すると仮定し，それを NOを

超える都市労働 Lrに伴う費用関数hで表わす

ことにする。都市労働人口が増加するにつれ，

利用可能な農村労働人口が減少し，他方都市環

境も悪化するので， この農村労働力の都市化に

伴う総費用 hは都市人口 Nに関して逓増的と
なると考えられる。そこでh関数を次のように

定義するの。

(1) h=h( 11 N)， ただしI1N=max(O，Lr-NO) 

h'(O) =0， h'二三O及び h">O

図Iは(1)の性質を持つh関数を図示したもので

ある。 hは労働者家計が都市化する際に負担す

る費用総額であり，h'はその限界費用である。

効用を U，賃金率を叫農村の労働生産性を

a (一定) とすると， 労働者家計-の行動は次の

ような最適化問題として定式化できる。

IMax， U， U(C， F) 
(2) 
ls. t. C三二wLr+aLn-h(11N) 

すなわち労働者家計は，所与の都市労働人口 NO

並びに賃金率 ω の下で， 効用を最大とするよ

う都市労働 Lr及び農村労働 Lnを決定する。

6)以上の h関数の説明比分析を単純化するための
ものである。実際の hは序文に述べたような鉄道
.護j既・港湾等の企業立地に要する費用であろ
う。従って，このような費用は本来， 生産関数で
取り扱うべきであろう。ここではそれを賃金とし
て労働者に支払い，そこから労働者が費用 hを負
担するものと考えてもよい。この場合，hは農村
から都市への労働者の移転に伴う費用というよ
り， むしろ農村に近代的産業を興すための費用と

考えられる。



図2はこのような労働者家計の行動を図示し

たものである。縦軸 Cは消費を，横軸Fは余

暇を表わしている。 Nは総労働人口，NOは既

存の都市労働人口である。労働者家計の総労働

量 LI+Lnは N-Fとなる。
はじめに，賃金率が農村の労働生産性に等し

い場合を考える。すなわち ω。=aであるとす
ると，予算制約式は次のようになる。

C:s二WO(LI十Lu)-h( t1 N) 
都市労働 L1がLI<;;，Noであれば h(O)=0とな
るので，予算線は図の N-Aとなる。 (LI>NO
の場合には h(t1N)>0となり予算線は N-A'
となる。)効用関数 UがC，Fに関して単調増加
で、あれば予算制約式は等号で満たされるので，

最適点は予算線N-Aと無差別曲線 U。の接点
E。となる。労働者はN-Fo単位労働し EoF。
に相当する消費とれの余暇を享受することに

なる。次に， 賃金率ωがwJ>aとなった場合
を考える。都市労働には高い賃金が支払われる

ので，都市労働人口の制約NO及び農村労働力
の都市化費用 hがなければ，予算線はN-P-B'

となる。ところが NOを超える都市労働供給L1

には費用 h(t1N)>0がかかるので， 予算線は
WJ LIからh(・)を引いたN-P-B"へと P点
で下に回転する。 M 点は hの限界費用 h'がち

ょうど wJ-aと等しくなり，農村労働力の都市
化による利得が零となる点である。 M点を超え

ると，農村労働力の都市化のメリットは失なわ

れるので， M点以上の労働力は農村労働に従事
し続けた方がよい。結局 W=ω1の場合の予
算線は N-Bとなり，労働者家計の最適点!はEJ
となる。余暇は FJに，都市労働量L1はNJに，

残りは農村労働量Lnとなる。

ところで， 図2の二つの均衡点 E。及び EJ

では， 余暇と消費の限界代替率は等しく aと
なってトる。これは，都市労働と農村労働が共

存する(すなわち二重経済が存在する)ため，

限界的労働は必ず農村に投下されねばならない

からである。このような場合には，都市労働L1

及びLIからの消費 C1 に関する一種の無差別

34-4 
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F 

曲線を労働者家計の最適化問題 ((2)式あるいは

図2)から導出することができる。

はじめに w=wo=aの場合を考える。この
時，労働者家計は図2の Eo点を選択し U。の

効用を得る。今，総労働量 N-F，。のうちNO単
位を都市労働に向けたとしよう。都市労働Lr=
NO及び L1からの消費 CIは図2及び図3のG

点で示される。ここで NJの都市労働が強制さ

れたものとすると t1N=NJ-NO人は農村労

働力の都市化によって満たさねばならないの

で，そのため図2の HIに相当する消費を犠牲

にすることになる。その結果， 効用は Uまで

NO M 

ω，Vi 

白!O

。

N 
LI 
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低下するo 能って図3の G点と弱じ効用'-a'N1 

の都市労鱗から得るには貸工の消費財の擁績

を必要とする。 Lr>NOである全ての L1につ

いて同じ手顕彰繰り還すと，G点と等しい効用

を難持するには部2の斜線部の高さの措撞'-a'必

要とする。一方，L1主::NOより L1L1だけ減少

させて農村労畿に従事させても， 消費 C1交び
余暇Fは変らず，効用も Uoマ問じである c こ
れより，G点と効用を無差別にする点 (Lr，C1) 
の集合%を得ることができる。

次に，W=W1の場合を考える。この時，最適

都市d道機んはN1に L1からの消費 C1はaJ

21ミび図3のM点で示される。 ここでN1以上
の都市労働が強鵠されたものとしよう。 M点ヨピ

る都市労働の予算線は M-B"であり， 農

村労働を持なった場合ーの予算線 M-Bより

Cは小ざい。従って潜3のM点と同じ効用 U1
tどN1以上の都市労働で実現するには， 殴z横
線部の高さの消費念講潰しなければならない。

都市労働が N1 より小~く制限され NO し

か動けないような場合には，その差Nj-NO~ど

農村労繍に従事させても予Qに相当する消費の

減少は避けられない。従って摺3のM点と等し

い効用を維持するには PQの補畿を必要と

る。一般的に LlくN1では，題2縦線部の補書室
を必要とする。こうして， 間3上に M点と無

業主ぜな効用者ピ与える点の集会 V1~ピ得る O

最後に Voと V1は平行であることを示す。

Os，L1 <;;，NOでは，Vo 及び V1 は傾~ã の直線

であるので平行である。 L.l注NOについては，

L1Nに対して， Vo命線上の Crの増分

L1 C01とV1曲線上のCrの犠分 L101が等しけ

れば，れと V1は平行となる。そこでL1N口 N，

-NOとおいて，れにおける L1COr=HJが V，

における L1C1r ZQに等しいことを証明する。

HJ=woL1N十h(L1N)

ZQ=wjAN--PQ 

ここで， PQ=XP-XR-RQ 

=wjAN-h(L1N) -aL1N 

及び，a=woより

ZQ=Wo L1 N+h( L1 N)コロHJ Q.E.D. 

以上我々は，労働者家計の最適北問題 ((2)式)

からs欝市労働L1及び Lまからの摺費 CIに欝
る無差別曲線な導出した。それは関3のよう

に， j演きぷの直線にh(の曲線'-a'担え

的曲線としてJ脅かれる。この無差別尚線は，農
村労揚が殺りニ議経済が存在する限り利用する

ことができる。すなわち二重経済においては，

労働者家計の主鶴的効用欝数についての知議が

なくとも， 最村の索機意産性 3及び h関数の

知識から，労倒;者家計の都市労働Lr及び L1か

らの消費 C1についての客観的無幾別曲線な知

ることが可能となる。従って，以下の分析では，

この無差尉曲線を用いて，労識者家計の都市労

働供給三設を決定することにする。労働者家計の

農村労働Lnは分析の表聞には現われたいの

で，表記上の煩雑~~ど避けるため，都市部門の

Iを者絡して，L1， C1をそれぞれL，Cと

する。

c)企業

企業は資本K及び労働Lを投入して物的思議

マピ生産する。すなわち，

(3) Y=F(K， L) 

生産関数 Fは一次l潟次であり，技術的最適要素

投入比率先ホ=K/L=lを持つものと該定ずる。

このような性査を持つ生漆関数の極端な鍔とし

てはレオンチ且ブ翠生産欝数があり，それ捻L

字塑の等盤路線なしている。ここでは，k*上で

等量胎繰が路軒じて出いるが，k* 1ユタトの点(K，

L〉での代替の弾力強は零ではないものと仮定

する。

所与の資本KOの下での短期の生産民数は労

檎Lの関数として書ける。

い) Y=/o(L)，ただし， /(0)出 0，/'20， 

1'(0)吉∞， /'(∞)位。及び/"く0とする。

技術的最適要素投入比率 F があるので， μ)

は関4のように，技術的議適労働投入量Lo=KO
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図 4

五(L

L 

で屈折した曲線となる。生産関数 Fに一次同

次性を仮定しているので，この屈折点と原点を

結ぶ直線と L軸のなす角。は，KOがいかなる
値をとっても一定となる。

企業はこの短期の生産関数fの下で，利潤を
最大とするように行動する。期首の資本が KO
であれば，今期の生産可能領域は図4の斜線部

となる。賃金率が WOであれば，企業の最適化

は WO の傾きを持つ直線と f。の接点で達成さ
れるので，労働需要 LDは L。に，生産量はれ

に決定される。この労働需要が満たされると

ω。L。が賃金所得として労働者家計に支払われ，

残りは資本家家計の利潤所得 π。となる。

d)資本家家計

資本家家計は，企業及び資本Kの所有者とし

て利潤所得πを受け取り，その一部を消費し残

りを貯蓄する。貯蓄率sは一定と仮定する。資

本家はこの貯蓄 sπ を最も有利な投資機会に投

資する。

資本家の投資機会は国内投資及び対外債券の

二つのみとする。圏内投資は基本的には生産投

資 21Kの形をとるが，政府が公共投資を行な

う場合には圏内投資の一部をコンソル国債の購

入に向け，公共投資の資金を供給する場合もあ

る。対外債券はコンソル債と仮定する。

資本家は，各投資機会が来期以降もたらす予

想収益の割引現在価値を比較して，最も有利な

投資機会を選択する。ただし，国内投資の評価

に際して資本家は，そのリスク等を考慮して，

投資に関するタイム・ホライゾン T を小さく

定めたり，園内投資に関する主観的割引率aを
対外債券投資の主観的割引率Tより高く定める

ことがある。対外債券利回りを r とすると，

rくT壬8である。

e)政府

農村労働力の都市労働力化に伴う費用hの

存在が園内投資のもたらす収益(追加利潤)を

低下させる場合に，政府は公共投資を計画す

る。公共投資は，辺境地域の産業基盤整備を通

じて辺境地域での企業立地を促進するものであ

り，政府のみが実行できる。今期に公共投資Ia

が行なわれると，次期首以降，その地域での農

村労働力の都市化費用hが軽減され，今期の賃

金率と同ーの賃金率で一定の労働者を雇用でき

るものとする九 Iaと追加的都市化労働量 JN

の間には次の関係があるものと仮定する。

(5) JN=α・Ia

この公共投資んの財源はコンソル国債の発

行により資本家貯蓄より調達し， 来期以降，

t・Iaづっ返済する。 iは国債利子率である。

3 移行過程

a)潜在的失業均衡(二重経済)の存在

本項では所与の資本KO及び都市労働人口 NO

の下での潜在的失業均衡の存在証明を行なう。

ただしここでは，政府及び債券市場のないモデ

ルを考えることにする九

この経済には物的財市場及び労働市場の二つ

7)今期の賃金率がdであれば，公共投資により次期
以降も dで一定の労働者を雇用できるようになる
ので，この場合にはhは消滅する。
8)以下の存在証明を政府及び債券市場を含めたモデ
ルに拡張するのは容易である。
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の市場がある。物的財は消費財及び投資財とし

て需要される。労働者家計は賃金所得を全て消

費需要 cfに向ける。資本家家計は利潤所得の

うち一部を消費需要 csに，残りを貯蓄に配分
しそれを全額投資需要 IDに向ける。物的財を

ニュメレールとしその価格を1としていたの

で，労働者家計及び資本家家計の予算制約式は

それぞれ次のようになる。

(6) (労働者) wLs=cf 

(7) (資本家 Y-WLD=CfJ + ID 
これよりワルラス法則を得る。

{Yー(Cf+Cg+ID)}+w(LS-LD)言。
従って， ある賃金率 ω*の下での労働需要 LD

が労働供給 LSと等しければ一般均衡が成立す

ることになる。

労働者家計の都市労働供給量 LSは，都市労

働及び賃金所得からの消費に関する無差別曲線

(図3) と，予算制約式(6)の接点で決定される。

図3の無差別曲線は互いに平行であるので，任

意の V について， 労働者家計が主体的に LO

を供給する賃金率 WOは任意の無差別曲線(例

えば VO) のL=Vにおける接線の傾きで示す
ことができる。無差別曲線は傾き dの直線にh

関数を加えたものであるので，図5の LS曲線

を得る。 05:，LS壬NOの範囲では賃金率は dで

一定であり LS"2NOでは賃金率はa+h'(L1N) 

となる。(ここにL1N=max(O，LS-NO)) 

一方，企業の労働需要LDは所与の資本Kの

下での短期の生産関数/(L)と賃金率 wの傾

きを持つ直線との接点で決定される (図4)。

関数fは技術的最適労働投入量で屈折している

ので，技術的最適労働投入量を企業が主体的に

雇用するためには，屈折点の左(右)偏微係数

をf一(/っとする。と，賃金率はj+豆wζfーの

範囲になければならない。また労働需要が屈折

点以外の値をとる場合には， /' (LD) =wが満

たされていなければならない。仮定より f二三0，

1"<0であるので，労働需要曲線は図5のよう
に右下りとなり，/十三二ws/ーの範囲ではLD=

図 5

a 

L 
NO N 

K で一定となる垂直部分を持つ。 生産関数 F

Vこ一次同次を仮定しているので，労働需要曲線

は資本K の増加と共に，Kの増加率と同一比
率で右にシフトする。

本項の二市場モデ、ルで一般均衡が成立する

には，労働市場均衡をもたらす賃金率 ω*が存

在すればよい。 仮定 l'(0) =∞及び 1'(∞)

=0より均衡賃金率 ω*は必ず存在し/"くO

より ω*はユニークである。ところが以上の分

析で用いた都市労働と賃金所得に関する無差別

曲線(図3)は，農村労働が存在する限りにお

いで， より厳密に言うと，労働者家計の余暇と

消費の限界代替率が農村労働の限界生産性dに

等しい限りにおいて，利用可能であった。従っ

て，農村労働が消滅し，余暇と消費の限界代替

率がaより式きくなるような高い賃金率におい
ては，以上の分析は無意味なものとなる。そこ

で次の仮定を置く。

(仮定)関数fの屈折が大きく，j+くdくf
fの屈折点の労働量，すなわち技術的最適労働
投入量は k*=K/L=l より所与の資本ストッ

グに等しいので，資本ストックの水準に応じて

次の命題を得る。

く命題1>潜在的失業均衡の存在
i) 0ζK5:，NOのKOに対して，一般均衡をも

たらす均衡賃金率 ω*が存在する。均衡賃金

率はω*=aであり，均衡雇用量L*はL*=KO
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に，均衡産出量 y*はY*=8KOに定まる。
ii) NO~二K壬N の KO に対して，一般均衡を

もたらす均衡賃金率 ω*が存在する。均衡賃

金率は w*= a + h' ( L1 N)である。 w*云fーの
場合にはL*=Ko， y* =8Koであり， ω*>1
の場合には I'(L)=w*が成立しなければな
らないので L*くKO，Y*=f(L*)く8KOとな

る。

iii)労働者家計の最適化問題 ((2)式)におい

て，余暇と消費の限界代替率をaより大きく
するような賃金率五Uが存在する時9¥wがK

に関して単調増加であることから， ii) の均

衡が最適化問題 ((2)式)の解として意味を持

たなくなる資本ストック水準 Kが存在する。

次節では資本家家計の国内投資行動を分析す

るが，圏内投資により Kが増加しでも，当面K

はKを超えないものと仮定する。

b)資本家の園内投資

はじめに，資本家の園内投資のための一般的

条件を求める。

O期首に KOの資本ストックを所有する資本家

の利潤所得は次式で与えられる。

(8)π。=Yo-woL。
資本家は sπ。を貯蓄し，有利な投資先を選択す

る。

資本家が貯蓄 S町を全額対外債券購入に向け

るとすると，彼は来期以降 r・sπ。の利子収入を

得ることができる。資本家が対外債券を安全か

っ安定した収入をもたらす資産として保有する

ものとして，そのタイム・ホライゾンを∞，割

引率を Tとすると S7rOの対外債券投資の割引

現在価値 CVBは次式の値をとる。

、1ノγd
 
+
 

唱
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t

、
《

υπ
 

eu 
グ
'
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資本家は貯蓄 sπ。を国内投資に向けることも

9)ω4の時 FとCの限界代替率はdである。 ω=
∞の時，限界代替率は∞となる。従って，限界代
替率を d より大きくする賃金率あが存在する。

できる。園内投資が行なわれると，次期首の資

本ストック Klは今期より L1K=sπ。増加し，
KI=KO+sπ。となる。企業はKIの下で利潤を

最大とする生産活動を行ない，資本家はその利

潤 πI=Y1-w1L1を得る。第1期以降の国内投
資がなければ， 資本家は第2期以降も π1 と等

しい利潤を受け取ることになるので sπ。の圏

内投資の生み出す年々の追加利潤は次のように

なる。

O.O) L1 π=πl一π。=(Y1-YO)一(ωlLI-WoLO)
次年度以降，毎年 dπの追加利潤をもたらす国

内投資 S7rOの割引現在価値 CVIは次のように

なる。
T 

(11) CVI三 XL1π(1 +o)-r 

資本家が主体的に圏内投資をする条件は，

CVI>CVBとなることである。資本家が園内

投資念行なわないとしたら，その原因は次の三

つである。すなわち，

1)資本家が微視的であり Tが小さい。

2)圏内投資のリスクが大きく aが大きL、。
3)圏内投資による追加利潤 dπ が小さい。

この三つの原因のうち， 3)の追加利潤だけが

我々のモデルで分析することができるので，以

下の分析においては， 1) 2)の検討は行なわ

ない。

前項図5で見たように，資本ストックの増加

は労働需要曲線 LDを右にシフトさせる。均衡
賃金率は命題1より， 0くKζNOでは aに，K
二三NOでは a+h'(L1N)に決定される O ゲ =a

の場合には Y*=8Lヘ(L*=K)であるので，
その利潤πは次のようになる。

ゆ π=y* -aL* = (8-a)K>O 

一方，K>NOで農村労働が消滅するに十分な

資本ストッグ K，I{を考える。 hは都市労働人口

L1Nの逓増関数であるが，農村労働の消滅した

場合にはいかなる費用をかけても農村労働力の

都市化は不可能で、あるので， この場合にはh'=

∞と考えられる。 KMの下での利潤戸は次の

ようになる。
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Mπ_w=y_ωL=一∞

W は NO<;;，K~KM の K に対して単調増加であ

るから， (1~及び帥より NOくKくKM の範囲に π

=0となる資本ストッグ水準 K*が存在する。

K*を超える投資の追加利潤 dπは負となるの

で NO<K三二K*の範囲に L1rr~O となるよう

な投資機会が存在する。このような投資を行な

う資本家はいないであろうから，仮に対外債券

利回り rが零であっても，資本家が圏内投資を

行なわなくなるような資本ストック水準が存在

することになる。 rが正となり増加するにつれ

て CVBが大きくなり，園内投資の相対的有利

性が失なわれていくので rの増加に伴い圏内

投資の行なおれなくなる資本ストック水準は小

さくなる。以上の分析より次の命題2を得る。

く命題2>
i) NOくKくKホの K に対して， π=0とな

るK*が存在する。

ii) NO壬K三K*のKに対してL1rr=Oと

なる投資機会が存在する。この時，他に投資

機会がなくても，圏内投資は行なわれなし、。

iii)他の投資機会が存在し，その収益率が増

加するにつれて，圏内投資の行なわれなくな

る K の水準は低下する。すなわち，低開発

固に残された成長の機会は小さくなる。

最後に，農村労働力の都市化費用hが追加利

潤 dπに与える影響を調べる。命題1より，均

衡解の特性は資本ストック K と都市労働人口

NOの大小に依存して決定されるので， 投資前

後のK'及び kt+I，並びにNOの大小により起
り得るケースに分けて dπを求めることにす

る。場合分けに際して考慮すべき点は次の二点

である。 1)投資により賃金率が上昇するか否

か， 2)賃金率が上昇する場合に，その上昇は生

産に投入される要素投入比率を変えるか否か。

これより次の六つのケースを得る。

1) KtくKt+ l~二JVO; 賃金率は d で一定であり，

生産は炉室1で行なわれるケース

2) Kt~NOくKt+l; 賃金率は a から W，十 i へ上

昇するが Wt+lζfであり，生産は伊豆1で
行なわれるケース。

3) 2) と同じ状況で，wt+l>fーとなり，t期

は炉で生産が行なわれ， t+l期はkt+l>k*

で資本集約的生産が行なわれるケース。

4) NOくKtくKH1;異なる賃金率aく軌く軌+1
の下で，共に炉で生産が行なわれるケース。

5) 4) と同じ状況で， kt=k*，kt+l>炉とな

るケース。

6) 4) と同じ状況で，k*くktく丸十1のケース。

この六つのケースのうち， 2)と4)，3)と

5)はそれぞれ類似したケースとなっている。

各ケースの追加的利潤 dπ を計算するため，

資本ストックの大小を次のように定める。 KO

くKL~NOくK2くK3くK4くK5 0 KO~K3 は炉

で生産が行なわれる場合であり ，K4及び K5は

k>k*となる場合とする。各資本ストッグに対

する利潤 πtは次のようになる。 F での生産は

Kt=Ltで行なわれるので，

1) t=O，lの時，的=((j-a)Kt 

2) t=2.3の時，的=((j-wt)Kt 

k>k*の場合には Kt>Ltとなるので，

3) t=4，5の降、 rrt=Yt -wtLt 

ここに，Wt = a + h' (Lt -NO)， Yt = ft (Lt)である。
これより各ケースの追加利潤を得る向。

1) L1rrl=π1ーπ。=g((j-a)Ku=gπ0，
ここに，g=(KljKO)ー1

2) L1rr2=π2-rrl=((j-a-h')sπl-h'KII1) 

3) L1町=巧-rr2=(Y4-w4L4)一((j-a)KI，

ただし Kl=NOの場合には，

3') L1 π3= Y4-{((j+h')KL + (a+h') L1N}L2) 
4) L1rr4=π3-rr2= ((j-a-L1h')srr2-L1h'K2 

10) K" <・…-・<K5は単に Kの大小を示すものにす
ぎない。その差は以下の六つのケースに応じて
L1Kt=S1rtが定めるものとする。従って，例えば以
下のケース 3) 5) 6)の叫が等しいとは限らな
し、。

11) L1 1r.=(0-a-h')K2ー(0ーのKI
=(O-a-h')(KI十S1rl)ー(0ーのKl
=(O-a-h')sπl-h'KI 

12) L1 1r3=丸一(a+h')(NO+ L1 N)一(0ーのKl で Kl
=NOとおくと 3)'式が直ちに導かれる。
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ここに L1h'=h' (L1 Nt+l) -h' (L1 Nt) )3) 

5) L1町=7r4-7r3=丸一{(O十 L1h')K3+ (a+ 

L1 h') (L4 - L3) }14) 

6) L17r6=π5一向=(Y5-Y4)一 (W5L5-W4
L
4
) 15) 

各ケースの追加利潤をもたらす国内投資の割引

現在価値CVIは帥式より計算できる。今，資
本家に徴視的完全予見を仮定し，資本家が追加

利潤 dπを事前に知ることができるものと仮定

すると，資本家は CVIとCVBを比較するこ
とができる。そして CVI>CVBであれば園内
投資を行なうことになる。資本家は，労働者家

計の主観的効用関数を知らなくても，農村の労

働生産性 a，h関数及び Kt，K'十 NOの大小

関係を知っていれば L17rtを正確に計算するこ

とができる。

c)政府の公共投資

はじめに，公共投資が資本家の同意により財

政的裏付けを持ち実行可能となる一般的条件を

求める。

公共投資 lG の資金はコンソノレ国債の発行に

より国債市場を通じて資本家貯蓄 sπ から調達

される。資本家が政府主導の公共投資を伴う国

内投資を行なうとすると，次式が満たされねば

ならない。

M sπ=IG十 L1K

公共投資が実行されると，次期首以降，現時点

で存在する都市人口 N，に加えて，新たに α10
単位の都市労働人口が現行賃金率 m の下で利

用可能となる。一方，資本ストックは次期首に

はKt+l=Kt+L1K となる。今期と同ーの賃金

率肌で Nl+1=Nt+αんまでの雇用が可能なの

であるから 10の規模を適当に選んでト，今期

と来期の要素投入比率を等しくするような資本

13)ケース 2)の h'を 11h'で置き換えるとよし、。
14)ケース 3)'の h'を 11h'で，11NをL4-LSに置
き換えるとよし、。

15) h'， 11h'を用いて表わすと，
1111:6ご(Y5-Y4)一{11h'La(h'(L5-Nu)+a) 
(L5一L4)}

及び都市人口の増加を実現すれば，生産関数F

の一次同次性よりそれが軌+1=Wtの下での最

適要素投入となる。この時の労働の平均生産性

を Ot とすると，公共投資を伴う圏内投資の追

加利潤 dがは次のようになる。

~~ L1πG=π乙1-7rt= (Ot -Wt) L1 L 
ここに L1L=i=Lt+l -Lt。

政府は， 国債、利払い i・1G の財源をこの追加
利潤 L17rGに対する課税に求め， 次期以降毎年

返済するものとする。資本家の手取り額は変ら

ない。 この L17rGの追加利潤iをもたらす政府主

導の圏内投資の割引現在価値CVGは次のよう
になる。

T 

M CVG=l' L17rG(1+d)-r 
この政策が資本家にとって望ましいものとな

るのは次の二つの場合である。すなわち，

1) CVG>CVB>CVI 
2) CVG>CVI>CVB 
1)は資本家の主体的国内投資条件 CVI>
CVBが満たされず， 公共投資政策によっての
み資本家投資を国内に引き留めておける場合で

あり，公共投資の結果 CVGーCVB>Oの追加
的資本家利得が発生する。 2)は主体的国内投

資の行なわれる場合に，さらに公共投資により

国内投資の有利性を高め， CVG-CVI>Oの追
加的資本家利得を生み出すものである。本項の

残りの部分では，この公共投資政策が資本家の

支持を得て実行される条件を前項の六つのケー

スに従って分析することにする。この公共投資

政策が労働者家計も含めた社会全体から同意さ

れ，真に意味のある政1策として実行されるかど

うかについての検討は次項で行なわれる。

i)ケース 1)

π。=0であれば投資も零となるので Kl>KO

となることはないので， π。>0である。この場
合に CVI(L17rl) <CVBとなれば，国内投資は
行なわれることはない。なぜなら， 仮に資本

家が長期的展望に基づいて国内投資を続けたと

しても，投資後の資本KがNO以下に留まる限



1985. 3 二重経済における経済発展 佐藤 157 (611) 

り追加利潤は gπ。のままであり 16) 投資後の資

本ストックがNOを超えると， NOζKのKに
対して ωは単調増加であるので、17〉，所得に占め

る利潤の割合〈利潤分配率)が増加することは

ないので，園内投資の有利性が回復され， CVI 

>CVBとなる見込みは全くないからである。

この場合には，政府の公共投資政策の余地も

ない。というのは， ここで公共投資を行なって

も，それはaの賃金率で雇える都市労働人口を
NO+α1aとするだけであり， それは Kの増加

に伴う賃金上昇がはじまる時点を遅らせるもの

に過ぎず，圏内投資の有利性を回復するもので

はなし、からである。すなわち， ケース1)にお

いて資本家の主体的園内投資が行なわれない場

合には，圏内にはいかなる投資機会もなく，政

府の公共投資の余地もなL、。そこで，以下の分

析を無意味なものとしないために，ケース1)

では CVI(L1 π1)>CVBを仮定する。

今，仮定よりケース1)では資本家の主体的

圏内投資が行なわれる。この場合に公共投資政

策が資本家に支持され実行されるかどうかを考

える。公共投資1aはaの賃金率の下で NO十
α1a人までの雇用を可能とする。 ところが公

共投資がなくても K1'5:二NOであり，当面の労働
需要はaの賃金率で満たせるので利潤分配率白は

一定である。一方，公共投資はんに相当する

資源を犠牲にして利潤分配率を一定に保ち制式

の追加利潤 L1TCaを実現するものであるから，

ケース 1)ではんの分だけ L1K=L1Lが小さ

くなる。従って追加利潤は L1TCYくdπ となり，

CVI>CVGとなるので，公共投資政策は， 資

本家に支持されず必要な投資資金の調達が不可

能となり，実行されることはない。すなわち，

ケース1)では公共投資は決して行なわれな

し、。

ii)ケース 2)及び3)

Kt'5:二NOくKt+lの場合，t期では Wt=aの下

でLt=Ktの労働投入が行なわれる。公共投資を

16) g=(Kj KO)-1となる。
17)ここの議論は命題1のii)によっている。

行なうと軌十l=aで NO+α1aの雇用が可能と

なるので，公共投資を効率よく行なうにはKt+l
=Lt+I=NO+αんとなるように 1a及び L1Kを

決定するとよL、。投資の予算制約は sπ戸 1a+

L1Kであるので， 1a及び L1Kは次のように
配分される。

1m = {sTCt -(NO→Kt)}/(l+α) ) 
トt=2.3

L1 Kt = {sTCt一(NO-Kt)}α/(1+α)). -， 

ω=aの時には L1K=L1 L，かつ ()t=()となる

ので，この公共投資を伴う国内投資のもたらす

追加利:部土帥式より次のようになる。

制 L1TC?=(()-a)L1Kt， 

ここにL1Kt={sπt一(NO-Kt)}α/(1+α)

この圏内投資の割引現在価値は帥式に制式の

L1 TCfを代入して得られる。

公共投資が国内投資の有利性を改善するもの

であるためには， CVG>CVIが成立しなけれ

ばいけない。すなわち，ケース 2)では dπf>

L1 TC2が，ケース 3)では L1TCf> L1π3が成立し

なければならない。

iii)ケース 4) 5)及び6)

NOくKt<Kt十1であるので， 次期の雇用増は

全て新規の農村労働力の都市化で満たされねば

ならない。農村労働力の都市化を公共投資によ

って効率よく行なうには，資本家貯蓄 STCtを次

のように 1a及び L1Kに配分するとよい。

1at=sπt/(l+ktα) 
¥t=4. 5. 6 

L1 Kt=sπt・ktα/(1+ムα)) -，-， 

ここに t=4，5に対して kt=k*=.lであり，

t=6の時のみム>1となる。この公共投資を伴
う圏内投資の追加利潤は帥式より求まる。

M L1 TCf = (()k -Wt) L1 Lt 
ここに L1Lt=α・1atであり， t=4，5の時のみ
L1 Lt=L1 Ktとなる。また，その時には ()k=()。

公共投資が圏内投資機会の追加利潤を高める

ものであるためには， L1TCf> L1 TCt (t =4， 5， 6) 

が成立しでいなければならなL、。

d)公共投資政策の意義

前項では公共投資政策が資本家に支持され.
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財政的裏付けを持って実行されるための条件を

求め，次いで六つのケースについて公共投資が

国内投資の追加利潤を高め得るかどうかを調べ

た。その結果， ケース1)については CVG>

CVIとなる可能性は全くない事， 他のケース

についてはL1rrr>L1rrtの時， CVG>CVIとな

る事が明らかとなった。従って木項ではケース

2) ~6) について， ¥資本家にとって望ましい

公共投資が行なわれた場合の労働者家計の経済

厚生に与える効果を検討し，労働者家計にとっ

ても望ましい公共投資政策が存在するかどうか

を分析する。労働者家計の経済厚生は，労働者

家計の最適化問題 ((2)式，あるいは図2)の余

暇F及び消費 Cに関する効用関数を用いて評

価される。

i) CVG >CVB >CVIの場合

公共投資がなければ資本家の圏内投資は行な

われず，今期と同じ均衡が来期以降も成立し続

ける。労働者家計の効用も変らなL、。ここで公

共投資が行なわれると，公共投資は今期と同ー

の賃金率の下で新たに αIG単位の都市労働雇用
を可能とするものであるので，それは労働者家

計の最適化問題(2)における都市労働人口の制約

NOをNO+αIGまrでゆるめるものとなる。従っ

て， ケース 4) ~6) のように賃金率 Wt が d

より高く h'>Oとなっている場合に公共投資が

行なわれると，それは予算制約式の費用hを軽

減させ労働者家計の消費可能領域を広げるの

で，労働者家計の効用を高める可能性を持つ。

公共投資により労働者家計の効用が高まる場合

には，仮に CVG=CVBであっても公共投資

は意味を持つ。というのは，労働者家計に課税

し，それを資本家に分配して，労働者及び資本

家の両者を，公共投資によりベター・オフする

ことが可能だからである。

ケース 2) 3)の場合には都市労働人口の制

約がきいていないので，公共投資により直接，

労働者家計の効用が高まることはない。この場

合にも， CVG>CVBであれば，資本家の年々

の追加利潤の一部を課税により徴収し労働者家

計に分配することによって，資本家及び労働者

家計の両者をベター・オフすることができる。

ii) CVG>CVI>CVBの場合

公共投資がなくても圏内投資の行なわれる場

合である。仮に公共投資が行なわれなければ，

国内投資により次期の賃金率は軌+1>軌とな
り，労働者家計の予算線は上にシフトし，その

効用は高まる。公共投資が行なわれると，次期

の賃金率は叫にとどまる， この場合の労働者

家計の効用は1)と同様に， ケース 2) 3)で

は t 期と同じ水準にとどまり，ケース 4)~6) 

では多少高まる可能性がある。公共投資が労働

者家計の経済厚生に与える直接効果は。公共投

資が行なわれた場合の効用水準と公共投資が行

なわれなかった場合の効用水準の大小により測

られる。ケース 2) 3)では，公共投資は労働

者家計の経済厚生を低くする。従って公共投資

政策が労働者家計からも支持されるためには，

公共投資による追加利潤 L1rrGが公共投資のな

い場合の追加利潤 dπ より十分大きく，その差

L1rrG - L1 πを労働者家計の効用の損失に対する

補償に充当しでも，なお余剰があり，それを資

本家家計及び労働者家計両者のベター・オフに

向けることができる場合だけである。それは公

共投資の効率αが十分大きい場合にのみ可能と

なろう 18)。ケース 4)~ 6)では公共投資によ

る直接的効用の損失がケース 2) 3) より小さ

し労働者家計及び資本家家計の両者をベター

・オフするような公共投資の可能性は， ケース

2) 3) よりも大きいかもしれない。

4. 結語

本稿の主要な結論を要約する。

18)労働者家計は貯蓄を行なわないと仮定しているの
で， 賃金率の上昇は社会全体の平均貯蓄率を低下
させる。従って，仮に労働者家計の効用の損失を補
償できなくても， 高い成長率を維持するための一
種の強制貯蓄として， 公共投資による賃金上昇の
抑制は長期的視点から正当化されるかもしれない。
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1)二重経済においては，労働者家計の都市

労働供給に関する行動は，余暇と消費に関する

主観的効用関数を知らなくても，都市労働及び

賃金所得に関する客観的な無差別曲線から正確

に予測することができる。その無差別曲線は図

3に描かれているように，農村の労働生産性a
の傾きを持つ直線に農村労働力の都市化費用曲

線h(図1)を加えたものである。労働市場が十

分に機能していない低開発国では，賃金率が余

暇と消費に関する主観的効用関数を revealす

ることはないので a及び hのみで定義され

る客観的無差別曲線が存在することは，低開発

国経済の分析をする上できわめて重要である。

2)潜在的失業均衡が存在する。(命題1)

3)資本家の自発的国内投資が行なわれなく

なる資本ストック水準が存在する。(命題2)

4)園内の有利な投資機会が利用しつくさ

れ，資本家が国内投資を行なわず対外債券投資

を行なうような場合に，圏内に有利な投資機会

を新たに創出するような政府の公共投資機会が

あれば，その公共投資は，公共投資がもたらす

追加的生産物を資本家及び労働者家計に適当に

分配することによって，社会全体の経済厚生を

高めることができる。

5)資本家が主体的に国内投資を行なってい

る場合に，圏内投資による追加利潤をさらに高

めるような公共投資政策があっても，その政策

が望ましいものであるとは限らない。この場合

の公共投資は資本家には追加的生産物をもたら

すが，それは公共投資がない場合に得られた労

働者家計の賃金所得の一部を犠牲にして達成さ

れたものであり，公共投資のもたらす追加的生

産物の大きさが労働者家計の犠牲を償うに十分

でない限り，公共投資による経済厚生の増大は

不可能となるからだ。

以上である。 4)及び 5)は厚生経済学的立

場から公共投資政策の評価を行なったものであ

り，公共投資の成果は労働者家計と資本家家計

とに分け与えられている。労働者家計は貯蓄を

行なわないので，このような政策は中・長期的

には社会全体の貯蓄を低め，経済成長の速度を

遅らせるかもしれない。政府は公共投資のもた

らす追加的生産物の一部を，政府独自の投資活

動に向けることもできる。このような方向への

分析の拡張， とりわけ最適成長径路と本稿のそ

テ、ルの描く径路との関係の分析も課題として残

さ;hている。

く注〉 本稿の作成過程において本学経済学部小林好宏
教授， 吉野悦雄助教授より有益な助言を受けた。
記して謝意を表する。言うまでもなく， 残存する
誤りの責は筆者にある。
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